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１．特別養護老人ホーム いくとくの概要 

（１）法人の概要 

名     称 社会福祉法人 育徳園 

所  在  地 大阪市阿倍野区阪南町 5丁目 12番 5号 

代  表  者 理事長 早川 誠次 

電 話 番 号 ０６－６６２１－１９０１ 

（２）ご利用施設 

施 設 名 称 特別養護老人ホーム いくとく（介護福祉施設） 

指定事業者番号 ２７７２３００２５３ 

所  在  地 大阪府大阪市阿倍野区天王寺町北 3丁目 18番 16号 

施 設 長 名 施設長 加藤 久美 

電 話 番 号 ０６－６７１３－１１６５ 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０６－６７１４－１１８５ 

（３）施設の職員体制 令和 3年 4月 1日現在（短期入所生活介護と一体的な人員配置です） 

 資 格 基準人員 常 勤 非常勤 合 計 

管 理 者 社会福祉士 1 名 1名 － 1名 

医   師 医 師 1 名 － 5名 5名 

生活相談員 社会福祉士 

2 名 

2名 － 2名 

社会福祉主事 － － － 

介護福祉士 1名 － 1名 

栄 養 士 管理栄養士 1 名 1名 － 1名 

機能訓練指導員 理学療法士、看護師 1 名 1 名+兼務 1 名 － 1 名+兼務 1 名 

介護支援専門員 介護支援専門員 2 名 2名＋兼務 4名 － 2 名＋兼務 4 名 

調 理 員 調理師 4 名 6名 2名 8名 

事 務 員  4 名 5名 1名 6名 

介護･看護職員 看護師 4 名 4 名+兼務 1 名 － 4 名+兼務 1 名 

准看護師 3名 － 3名 

介護福祉士 47 名 50名+兼務 3名 1名 51 名+兼務 3 名 

社会福祉主事 兼務 1名 － 兼務 1名 

実務者研修・ヘルパー2級 9名 2名 11名 

その他 1名 3名 4名 

そ の 他   2名 6名 8名 

（４）施設の職員の職務内容 

①管理者（施設長） 従業者業務の管理を一元的に行うとともに、法令等において規定されている 

介護老人福祉施設の運営に関し、施設の従業者に対し遵守すべき事項についての指揮命令を行う。 

②医 師 入居者の健康管理及び療養上の指導を行う。 

③看護職員 医師の指示及び施設サービス計画に基づく入居者への看護業務を行う。 

④介護職員 施設サービス計画に基づき入居者への介護業務を行う。 

⑤管理栄養士 入居者への栄養管理業務を行う。 
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⑥機能訓練指導員 施設サービス計画に基づき入居者への機能回復訓練を行う。 

⑦介護支援専門員 施設サービス計画を作成し、入居者またはその家族にその内容を説明する  

ほか、施設に対する入居の申し込みに係る調整、介護職員に対する技術指導等

のサービス内容の管理を行う。 

⑧生活相談員 入居者からの相談を受け付け、また、社会生活上での便宜の供与を提供する。 

また、施設に対する入居の申し込みに係る調整を行う。 

⑨調理員 入居者への給食調理業務を行う。 

⑩事務員 会計、人事、総務、設備等の管理業務を行う。 

  

（５）定員及び施設の設備の概要 

定 員 130 名（別に短期入所 20名） 浴  室 一般浴槽と特殊浴槽

があります 

居 室 ４人部屋 25 室（33.66～38.01㎡） 診 療 所 1室 

３人部屋 1 室（26.11㎡） 食  堂 5カ所 

２人部屋 2 室（16.77㎡） 機能訓練室 1室 

個  室 43 室（8.75～12.54㎡） 談 話 室 1室 

※居室の室数は短期入所 20 床を含みます。※個室 43 室のうち、40 室は多床室として取り扱われます。 

（６）運営の方針 

介護福祉士、看護師などの専門資格を持つ職員が、地域の方々との交流を基に、明日を楽し 

み、今日を大切にする生活環境を提供いたします。 

 

２．サービスの内容 

 （１）居 室 

基本的には定員 4人の居室になります。 

（２） 施設サービス計画の立案 

（３） 食事時間 

管理栄養士の作成する献立表により、栄養並びに入居者の個々の身体の状況、嗜好を考慮 

した食事を提供させていただきます。 

朝 食 ７：３０～ ８：３０ 昼 食 １２：１５～１３：１５ 

おやつ １５：００～１５：３０ 夕 食 １７：３０～１８：３０ 

原則、デイルーム（食堂）にておとりいただきます。 

（４） 入 浴 

週に 2回入浴していただけます。 

ただし、状態に応じ、特別浴または清拭のみとなる場合があります。 

（５） 介 護 

施設サービス計画に沿って下記の介護を行います。 

着替え、排泄、食事等の介助 

おむつ交換、体位変換、シーツ交換、施設内の移動の付き添い…等 

（６） 個別機能訓練 

機能訓練指導員が入居者ごとの個別機能訓練計画を作成し、その計画に基づいた個別機能 

訓練（必要に応じて、外部のリハビリ専門職との連携も行い）を実施します。 

（７） 生活相談 

常勤の生活相談員に、介護以外の日常生活に関する事も含め相談できます。 

（８） 健康管理 

当施設では、年間１回健康診断を行います。 

また、毎日９：３０～１７：３０まで診療所にて診察や健康相談サービスを受けることが 

できます。 
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（９） 特別食の提供 

当施設では、通常のメニューの他に医師の発行する食事箋に基づく適切な栄養量の糖尿食、

脂質異常食等の特別食をご用意しております。 

(10) 理美容サービス 

月１回第４火曜日に外部の理容業者が訪問営業されています。 

料金は別途必要ですので、理容業者の方にお支払いいただきます。 

(11)  行政手続代行 

行政手続の代行を施設にて受け付けます。ご希望の際は職員にお申し出下さい。 

ただし、手続にかかる経費（実費）はその都度お支払いいただきます。 

(12)  日常費用支払代行及び買い物の代行 

介護以外の日常生活にかかる諸費用に関する支払代行を申し込む事ができます。 

また、1ヶ月に 2回の買い物代行日に日常生活用品の買い物代行を申し込む事ができます。

ただし、その金額については、1件につき 1万円未満、1ヶ月の合計金額は 3万円未満とし

ます。その場合、施設会計から支出した小口現金より立て替え払いし、その 1ヶ月分の合計

金額を当月の施設利用料金と併せて、お支払いいただきます。 

(13)  レクリエーション                                 

当施設では、季節に応じた年間行事やお誕生会等の月間行事を行います。行事によっては 

別途費用がかかるものもございます。 

(14) 栄養ケア・マネジメント 

入居者ごとの栄養状態，摂取機能を考慮した栄養ケア・マネジメントを行います。また、 

低栄養リスクの高い入居者の方に対しては、低栄養状態を改善する計画を作成し、入居者 

ごとの栄養状態、嗜好等を踏まえた栄養・食事調整を行います。 

(15) 重度化への対応及び「看取り」 

看護職員等による協力病院との連携、夜間における連絡・対応体制を整え、入居者の「重 

度化」に対応したサービスを提供します。また、入居者の「看取りに関する指針」を定め、

入居者本人及び、家族とともに、医師、看護職員、介護職員等が共同して十分な説明を行

い、合意しながらその人らしさを尊重した「看取り」ができるよう支援します。 

(16) 褥瘡の予防 

「褥瘡対策のための指針」を定め入居者に褥瘡が発生しないような適切な介護を行い、

褥瘡対策チームの設置、施設内研修の実施等により、その発生を防止するための体制を

整備します。また褥瘡の発生と関連の強い項目について、定期的な評価を実施、管理し

ます。 

(17) 感染症・食中毒の予防 

「感染症又は食中毒のまん延の防止のための指針」を定め、感染症対策委員会の設置、施設

内研修の実施等により、施設内の衛生管理体制を整備します。 

(18) 介護事故発生の防止 

「事故発生の防止のための指針」を定め、事故対策委員会の設置、施設内研修の実施等に 

より、施設内の介護事故防止体制を整備します。 

(19) 認知症行動・心理症状緊急対応 

医師の診断により認知症の行動、心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり 

緊急に入所する必要があると判断した場合の受入れを行います。 

(20) 若年性認知症入所者受入サービス 

(21) 精神科医師定期的療養指導 

認知症のある方に対し、必要に応じて精神科医師による療養指導を行います。 

(22) 口腔衛生の管理 

歯科医師又は、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基づき、適切 

に口腔ケア（マネジメント）を行います。 
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３． 利用料金 

（１）基本料金 

別表「利用料金表」を参照ください 

（２）その他の料金 

別表「利用料金表」を参照ください 

（３）利用料の減免について 

別表「利用料金表」を参照ください 

（４）介護保険料 

市町村にお支払いただく介護保険料は、原則として年金からの天引きになります。 

（５）支払方法 

毎月、10日以降に前月分の請求をいたしますので、25日までにお支払い下さい。お支払いいた 

だきますと、領収書を発行いたします。 

お支払いの方法は、ご入居の際、指定いただく入居者ご本人名義もしくは、契約代理人様名義 

の三井住友銀行 本支店の普通預金口座からの自動引き落としとなります。なお、引き落としに

かかる手数料は、入居者の方のご負担となります。 

（６）その他利用料金をやむを得なく変更する場合の手続き 

上記に定める利用料金について、経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、 

入居者の方に対して変更を行う日の 1ヶ月前までに文書で通知することによって、利用料金を 

変更いたします。 

４． 入退居の手続き 

（１）入居手続き 

大阪市入所選考指針・特別養護老人ホームいくとく入所選考指針に基づき入居を決定いたし

ます。入居と同時に契約を結び、サービスの提供を開始いたします。 

※居宅介護支援事業者に居宅サービス計画の作成を依頼されている場合は、事前に担当の介護

支援専門員とご相談下さい。 

（２）退居手続き 

①入居者の方のご都合で退居される場合 

退居を希望する日の７日前までにお申し出下さい。 

②自動終了 

以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

★入居者の方が他の介護保険施設に入居された場合 

★介護保険給付でサービスを受けていた入居者の方の要介護認定区分が、非該当（自立）ま

たは要支援と認定された場合もしくは、要介護１，２に改善された方で大阪市の指針によ

る特例入所の要件に該当しない場合 

※この場合、所定の期間の経過をもって退居していただくことになります。 

★入居者の方が亡くなられた場合 

③その他 

★入居者の方が、利用料金の支払いを 2ヶ月以上遅延し、利用料金を支払うよう催告したに

もかかわらず 14日以内に支払わない場合、または入居者の方やご家族などが当施設や当施

設の職員に対して本契約を継続し難いほどの背信行為を行った場合は、退居していただく

場合があります。この場合、契約終了の 30日前までに文書で通知いたします。 

★入居者の方が外部の病院または診療所に入院し、明らかに 1ヶ月以内に退院できる見込み

がない場合または入院後 1ヶ月を経過しても退院できないことが明らかになった場合、文

書で通知の上、契約を終了させていただく場合がございます。なお、この場合、退院後に

再度入居を希望される場合は、お申し出下さい。 

★やむを得ない事情により、当施設を閉鎖または縮小する場合、契約を終了し、退居して 

いただく場合があります。この場合、契約終了 30日前までに文書で通知いたします。 
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５．施設利用にあたっての留意事項 

面 会 ９：００～１９：００ 

（時間外のご面会の際は、事前にお電話でご連絡下さい） 

外 出 ・ 外 泊 前日までに、所定の届書によりお申し出下さい 

飲 酒 ・ 喫 煙 喫煙については、所定の喫煙場所にてお願いいたします。 

また、飲酒については、他の方のご迷惑にならない範囲でお願い 

いたします。いずれも主治医からの制限がある場合はご遠慮下さい。 

テレビ・ラジオ レンタルテレビ、ラジオはどちらもイヤホンをご使用下さい。 

また、消灯時間後のテレビはご遠慮下さい。 

※個人所有のテレビのお持込はご遠慮下さい。 

所持品の持込み 所持品の種類、体積によってはお持込いただけない場合がありますの

で、事前にご相談ください。 

医     療 当施設の医師による健康管理や健康相談につきましては、介護保険給

付サービスに含まれておりますが、それ以外の医療につきましては、

併設診療所や他の協力病院等による往診や入通院により対応します。

その場合は、医療保険適応になるため、別途自己負担をしていただく

ことになります。また、入院に際しての保証人等は原則として、ご家

族にお願いいたします。 

宗  教  活  動 施設内での勧誘活動はご遠慮いただきます。 

ペ ッ ト 原則としてご遠慮いただきます 

携 帯 電 話 他者のご迷惑とならない範囲で、所定の場所、時間帯でご使用いただけ

ます。 

 

６．緊急時の対応方法について 

入居者の方に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う 

等の必要な措置を講じるとともに、入居者の方が予め指定する連絡先にも連絡します。 

（緊急時連絡先） 

氏 名 続柄 住 所 電 話 番 号 

① 

      

② 

      

③ 

      

 

７．事故発生時の対応 

何らかの事故が発生した場合、速やかに必要な措置を講じる他、６．の緊急連絡先のご家族の方及び

市町村（大阪市、所管区）等にご連絡いたします。また、施設の責めに帰すべき事由により、入居者

の方に損害を及ぼした場合は、入居者の方に対してその損害を賠償いたします。但し、入居者の方に

故意又は重大な過失が認められる場合には、損害賠償を減じることができるものといたします。 
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８．サービス内容に関する相談、苦情 

①当施設の相談・苦情担当 副施設長 吉野 三栄子 

 副施設長 生活相談員 薩摩 美喜 

【連 絡 先】 係長 生活相談員 川越 啓佑 

 生活相談員 廣田 智之 

 生活相談員 後藤 弘樹 

 ＴＥＬ ０６－６７１３－１１６５ 

②苦 情 解 決 責 任 者 施 設 長 加藤 久美 

③第 三 者 委 員 苦情解決に社会性や客観性を確保し、入居者の方の立場や権利

に配慮した中立・公正・適切な対応を推進するため、法人に第

三者委員を設置しています。 

【連 絡 先】 森本 成毅 ＴＥＬ ０６－６６２９－１２０３ 

桂川 健介 ＴＥＬ ０７４５－７２－０５３８ 

④ 大 阪 市 相 談 窓 口 大阪市健康福祉局高齢者施策部介護保険課指定・指導グループ 

〒541-0055 大阪市中央区船場中央 3-1-7-331 

ＴＥＬ ０６－６２４１－６３１０ 

⑤ 区 相 談 窓 口 ・大阪市阿倍野区役所 介護保険係 

〒545-1412 大阪市阿倍野区文の里 1-1-40 

ＴＥＬ ０６－６６２２－９８５９ 

・大阪市 区役所 介護保険係（阿倍野区以外の保険者区） 

〒 大阪市 

 ＴＥＬ ０６－ － 

⑥ 国 保 連 相 談 窓 口 大阪府国民健康保険団体連合会 介護保険室 介護保険課 

〒540-0028 大阪市中央区常磐町 1-3-8 中央大通ＦＮビル内 

ＴＥＬ ０６－６９４９－５４１８ 

９．非常災害対策 

・防災設備 消防法に適合した設備です。 

・防災訓練 年 2回実施 

10. 記録の整備 

施設は、入居者の方への施設サービスの提供に関する諸記録を整備し、当該サービス提供の日   

から 5年間保存いたします。 

11. 身体的拘束について 

（１） 施設は、サービスの提供に当たっては、入居者の方又は他の入居者の方の生命又は身体を保護 

するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他入居者の方の行動を制限する行為を 

行いません。 

（２） 施設は、入居者の方又は他の入居者の方の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ず、入居者

の方の身体的拘束を行う場合には、次の手続きにより行います。 

①身体拘束廃止委員会を設置する。 

②「身体拘束に関する説明書・経過観察記録」に身体的拘束にかかる態様及び時間、その際の入居

者の方の心身の状況並びに緊急やむを得なかった理由を記録する。 

③入居者の方又はご家族の方に説明し、その他方法がなかったか改善方法を検討する。 

12. 虐待の防止について 

施設は、入居者の方の人権の擁護・虐待の防止等のため次の措置を講じるものとします。また、 

施設は、サービス提供中に、施設従業者又はご家族等による虐待を受けたと思われる入居者の方 

を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報するものとします。 



特養－7 

（１） 虐待防止のための対策を検討する委員会を設置します。 

（２） 虐待防止のための指針の整備 

（３） 従業者に対する虐待を防止するための研修を実施します。 

（４） 入居者の方及びご家族からの虐待等に関する苦情処理体制の整備。 

（５） その他虐待防止のための必要な措置 

①虐待防止に関する責任者・担当者の設置  

②成年後見制度の利用支援 

13. 介護保険関連情報の活用 

施設は、介護保険法第 118 条の２第 1項に規程する介護保険関連情報、その他必要な情報を活用

し、適切かつ有効に事業の実施に努めます。 

14.  衛生管理 

施設は、施設内において、感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないよう次の各号に掲げる 

措置を講じます。 

（１） 施設内における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を設置し、おおむね

3 月に 1 回以上開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図ります。 

（２） 感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備。 

（３） 施設において、従業者に対する感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に 

実施します。 

15.  事故発生の防止 

施設は、事故発生の防止のための取り組みとして、次の各号に掲げる措置を講じます。 

（１） 事故が発生した場合の対応等に関する指針の整備。 

（２） 事故発生防止のための委員会を設置。 

（３） 事故発生防止のための研修を従業員に対して定期的に実施します。 

16.  業務継続計画の策定 

施設は、感染症や非常災害の発生時において、入居者に対するサービスの提供を継続的に実施する

ための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため、「業務継続計画」を策定し、必要な措置

を講じます。従業者に対しては、業務継続計画を周知し、必要な研修や訓練を定期的に実施しま

す。また、定期的にその業務継続計画を見直し、必要に応じて変更を行います。 

17.  従業者への研修の実施 

施設は、直接介護業務に携わる全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員を

除く）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じます。また、

従業者の資質向上のために研修の機会を次のとおり設けます。 

（１） 採用時研修 採用後 1ヶ月以内 

（２） 継続研修  年 1回以上 

 

18. 職場内ハラスメント防止対策 

施設は、適切な施設サービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は 

優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者 

の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じます。 

虐待防止に関する責任者 施設長  加藤 久美   

担当者 副施設長 吉野 三栄子 
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 令和 年 月 日 

介護福祉施設入居にあたり、入居者に対して契約書および本書面に基づいて重要な事項を 

 施設説明者 が説明しました。 

 

＜施 設＞ 

施設所在地 大阪市阿倍野区天王寺町北 3丁目 18番 16号 

 施設名称 特別養護老人ホーム いくとく 

施設代表者 社会福祉法人 育徳園 理事長 早川 誠次㊞ 

私は、契約書及び本書面により、施設から介護福祉施設入居についての重要事項の説明を  

受けました。 

入居者住所 

 

 入居者氏名 ㊞ 

 

代理人住所 

 

 代理人氏名 ㊞ 

 


